　声明　　　「専守防衛」をも逸脱する「防衛大綱」・「中期防」は撤回せよ
  安倍内閣は12月18日、新たな防衛力整備の指針「平成31年度以降に係る防衛計画の大綱」（防衛大綱）と具体的な装備調達を示す次期「中期防衛力整備計画」（中期防）を閣議決定しました。
新防衛大綱と中期防は、「地域と国際社会の安全保障上の急速な変化に対応する」として「多次元統合防衛力」を基本概念とし、宇宙、サイバー、電磁波といった「新たな領域」を加え、「宇宙領域専門部隊」を設置し、「サイバー防衛部隊」を保持し、「領域を横断する作戦」を展開するとしています。高性能の短距離離陸・垂直着陸機（ＳＴＯＶＬ機）Ｆ35Bなどの運用のために、「いずも型」護衛艦を改修し、事実上の空母化をはかるとしています。
弾道ミサイル攻撃に対する陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）、速やかなオスプレイV－22の配備をすすめ、Ｆ35Ａ、35Ｂ合わせて105機の導入などをアメリカの有償援助調達（ＦＭＳ）で整備しようとしています。その費用総額は2019年度から5年間で過去最大となる27兆4700億円にのぼります。
また、辺野古に土砂投入し新たな段階を迎えている新基地建設、全国に配置されている米軍基地と自衛隊の共同運用を推進しようとしています。
防衛大綱で防衛の基本方針は「日本国憲法の下、専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国にならない」としていますが、今回の防衛大綱は戦争法（安保法制）の施行や安倍9条改憲の企みのもと、なし崩しの軍拡路線を一気に進め、「専守防衛」すら踏みにじり、攻撃型、侵略型の自衛隊にする大転換に他なりません。しかも、安保条約、「日米防衛協力のための指針」（2015年4月27日）にもとづき、日米同盟と安全保障協力を強化するとして、アメリカの求めに何のためらいもなく応じようとするものです。その反面、朝鮮半島・北東アジアの平和・非核化の大きな流れに目をつむり、ひたすら軍拡を強化しようとしています。
憲法会議は憲法の平和原則を踏みにじる防衛大綱・中期防の撤回を求めます。同時に憲法の蹂躙を許さず、守り・生かす立場から、この閣議決定と一体の戦争法（安保法制）の廃止、安倍首相が執拗に狙う憲法9条改悪の断念、「海外で戦争する国」づくりに突き進む安倍政権の退陣を一日も早く実現するよう、連帯してたたかうことを呼びかけます。
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